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事実の概要

　Ｂ（昭和 46 年×月×日生）は、被相続人（昭和
19 年×月×日生）の長男であり、平成 16 年から、
被相続人が経営する会社で働くようになった。
　Ｂは、平成 19 年 5月頃、被相続人を殴打し（①
暴行）、平成 22 年 4 月 16 日頃には、被相続人を
突き飛ばして転倒させた（②暴行）。被相続人は、
平成 22 年 4 月 19 日、甲病院を受診し、右第 10
肋骨および左第8肋骨の骨折並びに外傷性の左気
胸と診断され、同病院に入院した（同月 22 日付け
の同病院・乙医師作成の診断書では、左気胸は軽快
し同月 23 日退院予定であり、肋骨骨折は全治約 3週
間である旨診断されている）。さらに、Ｂは、平成
22 年 7月 15 日、被相続人の顔面を殴打し、被相
続人は鼻から出血した（③暴行）。
　被相続人は、平成 23 年 3 月 29 日、公正証書
遺言（以下「本件遺言」という）において、Ｂが、
被相続人に対し、しばしば殴る蹴るの暴行を加え
るなど虐待を繰り返し、また、重大な侮辱を加え
たことを理由として、Ｂを被相続人の推定相続人
から廃除するとの意思表示をした。
　本件は、被相続人の遺言執行者であるＡが、本
件遺言にもとづき、Ｂを推定相続人から廃除する
ことを求めた事案である。
　原審判（大阪家審平 31・4・16）が申立てを却下
したため、Ａが抗告した。

決定の要旨

　「推定相続人廃除の制度は、遺留分を有する推
定相続人（以下単に「推定相続人」という。）が

被相続人に対して虐待をし、若しくはこれに重大
な侮辱を加えた場合、又は推定相続人にその他の
著しい非行があった場合、それらが相続的共同関
係を破壊する程度に重大であったときに、推定相
続人の相続権を剥奪する制度である。上記制度趣
旨に鑑みれば、法は、推定相続人の廃除が被相続
人の恣意によってなされることを想定していない
というべきであり、推定相続人の行った言動が、
廃除事由である虐待、重大な侮辱又は著しい非行
に当たるといえるためには、被相続人の意向や推
定相続人による言動の外形だけではなく、そのよ
うな言動がされるに至った原因や背景等の事情を
考慮した上で、当該推定相続人からその相続権を
剥奪するのが社会通念上相当と認められることが
必要と解すべきであ」り、「Ｂの被相続人に対す
る一連の暴行は、民法892条所定の『虐待』又は『著
しい非行』に当たり、社会通念上、Ｂから相続権
を剥奪することとなったとしても、やむを得ない
ものと言うべきである」。

判例の解説

　一　廃除制度の意義
　廃除は、一定の廃除事由がある場合に、被相続
人の請求にもとづいて、推定相続人の相続資格
を剥奪する制度であり（民 892 条）、生前だけで
なく遺言によってすることもできる（民 893 条）。
一定の事由があれば法律上当然に効果が発生す
る相続欠格（民 891 条）とは異なり、被相続人の
恣意による廃除を防止するため、裁判所が関与す
る仕組みを採っている。また、被相続人は、いつ
でも廃除の取消しを請求することができ、遺言に
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よる取消しも可能である（民 894 条）。司法統計
年報家事事件編によれば、この 5年間（平成 27
年度～令和元年度）の「推定相続人の廃除及びそ
の取消し」（家審法乙 9を除く）の認容率は平均約
20.4％（既済総数平均 205 件、却下率平均約 45.3％、
取下率平均約 31.8％）であり、裁判所は廃除請求
の認容には慎重な態度を示しているといえよう。

　二　廃除制度の根拠
　廃除制度の根拠について、学説は、①相続的
協同関係破壊説（相続的協同体あるいは家族的協同
体を破壊する可能性に対する制裁）１）、②人的信頼
関係破壊説（被相続人と推定相続人との間の人的信
頼関係を破壊したことに対する制裁）２）、③個人的
理由説（相続制度の個人的理由に照らして不適・不
当と認められる場合の制裁）３）に分かれており４）、
およそ、①・②説は、相続制度の本則を法定相続
におくもの、③説は、遺言相続におくものと説明
される。相続人の遺留分確保（法定相続主義）と
被相続人の意思尊重（遺言相続主義）という矛盾
する 2つの要請が対立するなかで５）、とくに③説
の立場から、廃除請求の認容に慎重な裁判所の態
度に対して、被相続人の主観を軽視しすぎている
のではないかという批判が生じている６）。

　三　廃除事由――とくに「暴力行為」について
　多くの裁判例は、本件の決定の要旨と同様の枠
組みで廃除請求の認否を判断しているが、具体的
には、どのような行為が廃除事由に該当するのだ
ろうか。民法 892 条は、虐待、侮辱、著しい非
行を挙げるが、それぞれを客観的に確定すること
は困難であるともいわれている７）。しかし、本件
のような暴力行為による虐待については、その行
為の態様および結果（たとえば傷害）は明白である。
問題となるのは、当該暴力行為が廃除事由である
虐待等に該当すると認定されるか否かである。
　刑法上の傷害罪（刑 204 条）や暴行罪（刑 208
条）の構成要件を満たすような行為は虐待に該当
すると解されている８）。裁判例でも、たとえば、
岡山家審平 2・8・10（家月 43 巻 1号 138 頁）では、
拳で申立人（被相続人）らを殴打したり、蹴った
りしたという暴力行為などの一連の行為が、被相
続人に対する「虐待、重大な侮辱またはその他著
しい非行」に該当するとして廃除請求が認容され
た。また、大阪高決平 17・10・11（家月 58 巻 6

号 65 頁）では、継続的な暴力行為（3度目の暴力
行為では、申立人（被相続人）の髪の毛をわしづか
みにして、顔を平手打ちし、さらに押し倒して身体
の上に覆いかぶさり、その首を絞めるなどした）な
どがあり、「虐待、重大な侮辱及び著しい非行が
認められる」として、廃除請求が認容された。一方、
東京家八王子支審平3・10・31（家月45巻5号86頁）
は、相手方が申立人（被相続人）にやかんを投げ
つけて申立人が傷害を負うという暴行（および侮
辱）の事実があっても、それが一時的対立から発
生した一過性のものであれば、廃除事由には該
当しないと判示した９）。また、名古屋高金沢支決
平 2・5・16（家月 42 巻 11 号 37 頁）は、相手方
が抗告人（被相続人）に反抗し、「物を投げつけた
り、制止のためとはいえ、老人に対し暴力を行使
し、傷害を与えたこと」は無視できないが、その
直接の原因は抗告人にあり、「抗告人が受けた暴
行・傷害・苦痛は、相手方……だけに非があると
はいえず、抗告人にもかなりの責任がある」ため、
「相手方の相続権を奪うことを正当視する程度に
重大なものと評価するに至ら」ないと判示し、同
様に、東京高決平 8・9・2（家月 49 巻 2号 153 頁）は、
家庭内の紛争については「被相続人にも相応の責
任があ」り、「抗告人と被相続人は家族としての
協力関係を一応は保っていたというべきで、相続
的共同関係が破壊されたとまではいえない」と判
示して、廃除請求を却下している。
　このようにみると、裁判所は、暴力行為が数回
に及び（一過性のものではなく）、被相続人に一定
の誘発責任が認められない場合でなければ、当該
暴力行為を廃除事由である虐待等とは認定しない
傾向にあるといえそうである。

　四　遺言廃除にかかわる問題
　１　廃除と明記されていない遺言では、当該遺
言の解釈が問題となる。たとえば、「私の現在の
財産年金の受給権は○○にわ一切受取らせないよ
うお願ひします」という遺言の趣旨を、相続分ゼ
ロの指定ではなく、廃除の意思であると解した事
例がある（広島高決平 3・9・27 家月 44 巻 5号 36 頁）。
このように、遺言書に明確に廃除の文言が表示さ
れていなくても、客観的に推定相続人を廃除する
意思が認定されれば、廃除請求と解することがで
きる 10）。
　それでは、廃除と明記してある遺言があるもの
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の廃除が認容されなかった場合は、法定相続分に
もとづく分与がなされるのだろうか。この点につ
いて、相続分ゼロの指定と解釈すべきという見解
がある。その理由として、廃除と明記した遺言者
は少なくとも通常の相続分を与えたくないという
意思を有している可能性があること、「一切受取
らせない」旨の文言が記されている場合には、廃
除の意思が認定されなくても相続分ゼロの指定と
して解釈されうることとの不均衡、が指摘されて
いる 11）。

　２　遺言による廃除の意思が明確である場合に
は、家庭裁判所は職権で、廃除事由の有無につい
て事実調査および証拠調べをすることになる 12）。
廃除事由の判断における客観的妥当性を確保する
ためには、十分な職権調査によって収集された事
実関係を詳細かつ具体的に判断することが重要で
あり 13）、遺言廃除では、生前廃除以上に、裁判
所が後見的な役割を果たすことが期待される。生
前廃除であれば、被相続人自身に対する審問等に
より事実関係を明らかにすることも可能であろう
が（当初、主張していなかった事実を追加的に主張
する場合もある）、それと同等のことを遺言執行者
等に求めるのは酷だからである 14）。その意味で、
遺言廃除の職権調査には、生前廃除以上の慎重さ
が求められるだろう。

　３　遺言廃除と生前廃除とで、その判断基準に
差異を設けるべきか否か検討の余地はないかとい
う指摘がある 15）。これは、廃除制度の根拠の捉
え方に加え、遺言廃除の認容が取消しのできない
終局的な判断となることをどのように評価するか
によると思われる。なお、前記③説からの批判は、
「いつでも取り消せる」ことが念頭にあり 16）、遺
言廃除でも同様に解するのかは定かでない 17）。

　五　本事案の検討
　１　本件において、Ｂが被相続人に対して 3度
の暴行を加え、被相続人に肋骨骨折等の傷害を負
わせたことについては争いがない。
　原審判は、①暴行については「被相続人がその
妻（Ｂの母）に暴行を加えたのを咎めたため」、
②暴行については「会社の業務に関連して被相続
人と口論になり、被相続人が殴りかかってきた
のに反撃したため」、③暴行については「Ｂが近

隣のビルのオーナーから相談を受けて手配した契
約（……）を被相続人が無断で取消したことに立
腹したため」というＢの主張について、括弧を付
けて「（Ｂは、……陳述書において、申立人が具
体的に主張していない暴行に言及するなど、自己
に不利益な事柄についても述べていること、申立
人の提出した……陳述書にも、被相続人とＢが共
に仕事をする中で喧嘩をしていた旨の記載がある
こと等に照らせば、上記供述は一応の信用性を有
するものと認めるのが相当である。）」と判断し、
一方、②暴行の態様についての「Ｂが被相続人を
掃除機のバッテリーで殴った」という申立人の主
張については、これも括弧を付けて「（……本件
記録によってもそのような事実を認めるに足りな
い。）」と述べた上で、「申立人は、……Ｂによる
暴行の原因や背景については、Ｂの上記供述中に
事実に反する部分があるか否かも含めて、特段主
張をしておらず、また、申立人が提出した資料に
よっても、Ｂの上記供述の信用性を否定するだけ
の事実を認めるに足り」ず、「Ｂが被相続人に暴
行を加えた原因や背景については、被相続人の言
動がＢによる暴行を誘発した可能性を否定できな
いというべきであり、暴行により生じた傷害の内
容等を踏まえても、Ｂが被相続人に暴行を加えて
傷害を負わせたこと自体を理由に、Ｂからその相
続権を剥奪するのが社会通念上相当であると認め
ることはできない」として、廃除請求を却下した。
　これに対して、本決定は、Ｂが②暴行に至った
理由について、「Ｂは、……Ｄ法律事務所のＥ弁
護士に宛ててファクシミリにより送信した書面
において、平成 22 年 4 月 16 日頃の暴行に関し、
被相続人が『オマエが体調を壊すと会社の支障に
なる。だから妻の世話などするな。』と言ったこ
とに激怒し、被相続人を殴り倒した旨記載してい
るのであって、被相続人が殴りかかってきたため
反撃した旨のＢの上記陳述は信用することがで
き」ず、その他の暴行についても、「上記そごの
点に、上記陳述書の記載内容にいずれも客観的な
裏付けを欠くことなどを併せ考慮すれば、直ちに
は信用することができない」とした。そして、そ
の上で、「仮に、平成 22 年 4 月 16 日頃を除く各
暴行についてＢが陳述するような理由があり、被
相続人の言動にＢが立腹するような事情があった
としても、それに対し、当時 60 歳を優に超えて
いた被相続人に暴力を振るうことをもって対応す
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ることが許されないことはいうまでもな」く、被
相続人が②・③暴行によって傷害を負ったことの
重大性から、「Ｂの被相続人に対する上記各暴行
は、社会通念上、厳しい非難に値するものと言う
べきであ」り、廃除事由に該当すると結論づけた。

　２　原審判は、Ｂが「自己に不利益な事柄」を
陳述したこと等をもって「一応の信用性を有する」
と判断し、一方で、申立人（遺言執行者）の主張
をＢの供述を否定するには不十分であるとして、
被相続人の誘発責任を認定し、「Ｂが被相続人に
暴行を加えて傷害を負わせたこと自体」では廃除
事由に該当しないと判断している。
　これに対して、本決定は、Ｂの陳述には直ちに
信用をおかず（矛盾を指摘し）、たとえ被相続人に
よるＢを立腹させるような行為があったとして
も、②・③暴行の際には 66 歳前後であった被相
続人に暴力で対応し、傷害を負わせたこと自体（原
審判のいう「Ｂが被相続人に暴行を加えて傷害を負
わせたこと自体」）を重視している。

　３　このようにみると、結論の相違は、主とし
て、①Ｂの供述に対する信用度、②Ｂによる暴力
行為の評価によるものといえよう。①について
は、詳細はわからないものの、原審判の判断は、
申立人（遺言執行者）にとっては酷すぎるという
印象を受ける。②については、被相続人の誘発責
任との衡量の結果であろうが、筆者は、「暴力を
振るうことをもって対応することが許されないこ
とはいうまでもな」いという本決定の姿勢に首肯
する。平成 18年に高齢者虐待防止法が施行され、
「高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれ
のある暴行を加えること」（高齢者虐待防止法 2条
4 項 1 号イ・5項 1 号イ）は虐待とされ 18）、また、
射程は異なるものの、令和元年改正の児童虐待防
止法 14 条 1 項も「体罰を加えること」を明示的
に禁止している。暴力行為に対する法的・社会的
評価は厳しいものになっているといえよう。
　本決定は、廃除請求の認否の枠組みは従来通り
でありながら、暴力行為に対する評価という点で
時代に即した判断をしたものといえ、今後の実務
の参考となるだろう。
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